
５生研セ第 0211004 号 

令和５年５月１７日 

 

「戦略的イノベーション創造プログラム 

（豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築）」 

審査実施要領 

  

 

第１ 趣 旨 

「戦略的イノベーション創造プログラム（豊かな食が提供される持続可能なフー

ドチェーンの構築）」（以下「ＳＩＰ豊かな食フードチェーン構築」という。）の委託

予定先の選定は、ＳＩＰ豊かな食フードチェーン構築の公募要領のほか、本審査実

施要領に定めるところにより実施する。 

 

第２ 評議委員会の設置 

１ ＳＩＰ豊かな食フードチェーン構築委託予定先の選定に係る審査を実施するた

め、「基礎的委託研究評議委員会運営規則（平成１５年１０月１日付１５規則第

４５号）」（以下「運営規則」という。）の第６条に基づき設置する評議委員会

（以下「委員会」という。）を、別表１に定める研究開発項目（以下「研究開発

項目」という。）の区分ごとに設置する。 

 

２ 委員会は、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物系特定産業

技術研究支援センター所長（以下「生研支援センター所長」という。）が、評議委

員（以下「委員」という。）として委嘱した外部専門家等により構成するものとす

る。その際、外部専門家等は、次の条件を満たすものとする。 

（１）審査に係る研究開発項目について十分な学識又は知見と評価能力を有し、公

正かつ中立な立場から審査を行うことができる者であること。 

（２）その氏名、所属の公表について、あらかじめ同意することができる者である

こと。 

 

３ 委員の選任に当たっては、公正で透明な審査を行う観点から、特段の理由があ

る場合を除き、対象研究開発項目の提案書と利害関係を有する者は選任しない。 

利害関係を有する場合とは、委員が次の（１）から（７）のいずれかに該当す

る場合とする。 

（１）当該提案書の中で研究代表者、研究実施責任者、研究分担者となっている場

合。 

（２）当該提案書の研究代表者、研究実施責任者、研究分担者と、同一の民間企業

又は大学、国立研究開発法人等の研究機関において同一の部署（学科、研究領

域等）に所属する場合。 

（３）当該提案書の研究代表者、研究実施責任者、研究分担者と親族関係にある場

合。 



（４）当該提案書の研究代表者、研究実施責任者、研究分担者と直接的な競争関係

にある場合。 

（５）当該提案書の研究代表者、研究実施責任者、研究分担者と緊密な共同研究を

行う関係にある場合。 

（６）当該提案書の研究代表者、研究実施責任者、研究分担者と密接な師弟関係又

は直接的な雇用関係にある場合。 

（７）その他、生研支援センター所長が公正な判断を行うに適当ではないと判断し

た場合。 

 

４ 審査対象となる提案につき利害関係を有する委員は、審査の実施前までに必ず

生研支援センター所長にその旨を通知するものとする。 

 

５ 委員会には、委員の中から互選された委員長を置くものとし、委員会の議事を

主宰するものとする。 

 

６ 委員は、審査により知り得た情報について、生研支援センター所長が認める場

合を除き、外部に漏らし、又は自身の研究若しくは業務に利用してはならない。

委員の職を退いた後も、同様とする。 

 

第３ 審査方法 

 

１ 生研支援センターは、応募のあった提案書が応募要件に適合しているか、及び

書類の不備がないか等の確認を行い、書類審査及び面接審査について、以下の（１）

から（４）の手順で行うものとする。 

 

 （１）応募のあった提案書は、委員が別表２の審査項目及び審査基準・配点に基づき

採点（書類審査）を行い、その結果に基づき生研支援センター所長が面接審査の

対象となる提案書を選定する。 

 （２）生研支援センター所長は、書類審査で選定した提案について、応募者（研究グ

ループによる応募の場合は代表機関をいう。以下同じ。）からの説明等に基づく

審査（面接審査）を行うため、委員会を開催するものとする。 

 （３）委員長は、面接審査の結果について、委員と意見交換を行うとともに、この意

見交換の際に各委員の審査結果について確認し、必要に応じて委員から審査結

果の基となった判断の理由を確認できるものとする。 
    なお、特定の委員の審査結果が他の多数の委員の審査結果と大きく異なるも

のである場合には、委員長は、当該審査結果に係る委員からその審査結果の基と

なった判断の理由を確認するものとする。 

 （４）委員長は（３）により行った確認の結果、当該審査結果に係る委員の判断の理

由が妥当でないと判断した場合には、その委員の審査結果の全てまたは一部を

採用しないことができる。 

 



 ２ 評議委員会における議論の充実に資するとともに、必要に応じＰＤ及びＳＰＤ

と評議委員との間で研究開発計画の趣旨を精緻に確認する観点等から、審査の過

程でＰＤ及びＳＰＤがオブザーバーとして評議委員に意見を述べること及び評議

委員会に参加することを妨げない。また、生研支援センター所長又は委員長が必要

と認めた場合には、委員以外の外部専門家等から意見を聴取することができるも

のとする。 

 

 ３ 審査の結果は、委員長が生研支援センター所長に報告するものとする。 

 委員長は、委員会での意見交換において、応募者が委託研究を実施することとな

ったときに、その実施に当たって留意すべき事項が提起された場合には、当該事項

を生研支援センター所長に報告する。 

 

 

第４ 審査に係る詳細事項および委託予定先の決定等 

 

１ 書類審査は、１件の提案につき原則として３名以上の委員が行うこととし、別表

２の審査項目及び審査基準・配点に基づいて、提案ごとに各委員が採点を行い、そ

の合計点を採点した委員の数で除したもの（平均）を当該提案の評点とする。 

 

２ 生研支援センターは書類審査の結果を踏まえ、評点の満点に対する割合が包括型

提案は６０％未満、技術提案型は５０％未満の提案は選定しないものとする。その

上で面接審査の対象とする提案を評点の高いものから順に選定する。ただし、ＰＤ

等の意見等を踏まえて確認する必要がある場合には、当該割合が未満であっても、

面接審査の対象とすることができるものとする 

    その際、選定数は原則として包括提案型は３件以下とする。技術提案型は点数を

勘案し適宜判断する。 

   

３ 面接審査は、原則として３名以上かつ審査対象となるすべての提案について同一

の委員が行うこととし、別表２の審査項目及び審査基準・配点に基づいて、提案ご

とに各委員が採点を行い、その合計点を採点した委員の数で除したもの（平均）を

当該提案の評点とする。 

 

４ ただし、委員長が３の採点結果について委員との意見交換を行った結果、評点の

算定に用いることが妥当でないと判断する採点がある場合は、評点は以下の方法に

より求める。 
①   当該採点が行われた審査項目については当該採点を除外して、当該審査項目の

採点の平均を求める。 
②  ①以外の審査項目について、それぞれ各委員の採点の平均を求める。 
③ ①及び②で求めた各審査項目の採点の平均を合計したものを評点とする。 

 
５ 委員長は、研究開発項目ごとに、包括提案型については評点が最も高い提案を行

った１応募者を委託予定先として選定する。また、技術提案型については予算額を



勘案して委託予定先となる応募者を選定する。 
ただし、評点が包括提案型は６０％、技術提案型は５５％を超えない提案を行っ

た応募者は、委員会での審議の上、委託予定先としないことができるものとする。 

なお、複数の提案が同一の得点を得ている場合、以下の（１）から（３）に示す

方法により提案の優先順位を決定し、順位の高いものから委託予定先を選定する。 

（１）配点のＡの数（採点を行った委員の採点結果におけるＡの数の合計値を、採点

を行った委員の数で除した値とする。以下、Ｂ、Ｃについても同様とする。）の

大きさの順に優先順位を決定する。 

（２）（１）でＡの数が同数の場合、Ｂの数の大きさの順に優先順位を決定する。 

（３）（２）でＢの数が同数の場合、Ｃの数の大きさの順に優先順位を決定する。 

（４）（３）でＣの数が同数の場合、委員長の判断で優先順位を決定する。 

 

６ 委員長は、評点が低いなどの理由によりいずれの応募者も委託予定先として選定

されなかった研究開発項目がある場合には、当該研究開発項目に対する応募者の提

案内容に対する評価及び本委託研究の公募方法等に対する委員の意見を取りまと

め、生研支援センター所長に報告する。 

 

７ 生研支援センター所長は、委員長から審査結果の報告を受けた後、ＰＤ及び内閣

府の了承を得た上で委託予定先を決定する。 

 

８ 生研支援センター所長は、７の決定を受けて必要な通知、調整等を行い、再度Ｐ

Ｄ及び内閣府の了承を得て委託予定先に決定した研究コンソーシアムを生研支援

センターのウェブサイトにおいて公表する。 

 

第５ その他 

１ 本要領に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項については、委員長が

委員に諮って定めるものとする。 

２ 審査の実施に関する庶務は、生研支援センターが行うものとする。 

 

  附 則 

 この規則は、令和５年５月 17 日から実施する。 

 



別表１  

ＳＩＰ豊かな食フードチェーン構築  

評議委員会が担当する研究開発項目の区分 

 
 

区分 研究開発項目 

 Ａ．植物性タンパク質 (大豆) の育種基盤構築と栽培技術確立 

１ 
 

 

① 高収量・高品質品種創出のための統合解析型育種プラットフォームの開発 

 ② 作出品種の高度化のためのゲノム編集等技術の開発 

  ③ 品種ポテンシャルを引き出す栽培技術体系の確立と環境再生型栽培体系の確立 

 Ｂ．肥料の国内循環利用システム構築 

２  

 
① 未利用資源の地域資源循環モデルの確立 

  ② 未利用資源由来の窒素、カリウム回収及び肥料化技術の開発 

 Ｃ．動物性タンパク質（水産物）の次世代養殖システム構築 

３ 
 

 

① 生産性向上のためのリアルタイム飼育管理システムの開発 

 ② 養殖拡大のための大規模養殖技術の高度化 

  ③ 魚粉に依存しない魚種創出のための育種改良プラットフォームの確立 

 Ｄ．国産大豆等を利用した豊かな食設計システムの開発 

４  

 

① 個々人の体調、嗜好、習慣等に応じた最適な食材の組み合わせ解析のためのデー

タ収集・データベースの構築 

 

 
  ② 豊かな食設計システムの開発 

 
Ｅ．行動科学のアプローチを用いた質の高い食生活の実現に向けた研究開発 

５  

 
① 生産・流通・消費における科学技術活用パーセプションギャップ解消 

 
 ② 多様なタンパク質を選択できる食生活の改善に向けた手法開発 

 



別表２  

SIP 豊かな食フードチェーン構築 審査項目及び審査基準・配点 

 

＜包括提案型＞ 

 研究開発項目 Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅを記載 

『試験研究計画名 ○○○○ 』 
評議委員【       】 

審査項目 審査基準・配点  

課題との整

合性 

【共通】 

提案された内容は、本課題の

趣旨や当該提案に係る研究

開発項目に定める目的や目

標に沿ったものであるか。 

A：沿っている 10 点 

B：概ね沿っている 8 点 

C：一部が沿っていない 6 点 

D：沿っていない項目が散見 4 点 

E：沿っていない 2 点 

(1) 

目標達成 

【共通】 

提案された内容は、研究開発

項目に定める目標を達成す

るために十分な内容である

か。 

A：十分である 10 点 

B：概ね十分である 8 点 

C：一部不十分である 6 点 

D：不十分な項目が散見 4 点 

E：不十分である 2 点 

(2) 

技術的優位

性 

【共通】 

提案された内容は技術的に

優れているか。 

A：優れている 20 点 

B：概ね優れている 16 点 

C：一部優れていない 12 点 

D：優れていない項目が散見 8 点 

E：優れていない 4 点 

(3) 

手法、計画

の実現可能

性【共通】 

提案された研究開発手法や

計画は、具体的かつ明確で実

現可能性が高いものか。 

A：具体的かつ明確で実現性が高い

 20 点 

B：概ね具体的かつ明確であり実現

性が高い 16 点 

C：一部具体的ではなく不明確な点

がある 12 点 

D：具体的ではなく不明確な点が散

見 8 点 

E：具体的ではなく不明確である 

 4 点 

(4) 



別表２  

社会実装に

向けた戦略 

【包括提案

型のみ】 

提案された社会実装に向け

た戦略（知財戦略含む）が明

確で優れているか。 

A：明確で優れている 20 点 

B：概ね明確で優れている 16 点 

C：一部不明確である 12 点 

D：不明確な項目が散見 8 点 

E：不明確である 4 点 

(5) 

体制 

【共通】 

提案された実施体制、規模、

予算配分等が妥当であるか。 

A：十分妥当である 10 点 

B：概ね妥当である 8 点 

C：一部妥当ではない 6 点 

D：妥当ではない項目が散見 4 点 

E：妥当ではない 2 点 

(6) 

民間投資 

【包括提案

型のみ】 

研究グループ（当該研究グル

ープの協力機関がある場合

は当該協力機関を含む）に民

間企業が参画している場合

は、民間投資があるか。 

※研究推進法人にて記入す

るので、評議委員は記入不要 

A：民間からの拠出比率期待値が

10％以上 5 点 

B：民間からの拠出比率期待値が

５％以上 10％未満 3 点 

C：民間からの拠出比率期待値が

５％未満 1 点 

 

(7) 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンス等 

【共通】 

ワーク・ライフ・バランス等

推進企業に関する認定等（女

性の職業生活における活躍

の推進に関する法律、次世代

育成支援対策推進法、青少年

の雇用の促進等に関する法

律に基づく認定等(えるぼし

認定、くるみん認定、プラチ

ナくるみん認定、ユースエー

ル認定)）を受けているか。（加

点対象） 

※研究推進法人にて記入す

るので、評議委員は記入不要 

ワークライフバランス等の推進に

関して下記のいずれかの認定があ

る場合に加点 

５点： 

・女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業）の 2段階目

及び 3段階目 

・次世代法に基づく認定（プラチ

ナくるみん認定企業） 

・若者雇用促進法に基づく認定

（ユースエール認定企業） 

２点： 

・女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業）の第 1段

階目または行動計画・次世代法

に基づく認定（旧基準又は新基

準くるみん認定企業） 

(8) 

※書類

審査の

み 



別表２  

合 計 書類審査(1)～(8) 
／100 点 

 

面接審査(1)～(7) 
／95 点 

 

＜その他コメント※＞  

※「その他コメント」欄には、試験研究計画の優れている点、問題点、見直すべき点

（研究内容・研究実施期間、研究費等）について具体的に記入願います。 

※特に D 以下の評点を付した場合においては、必ずその理由を記入願います。 

※（7）の計算式の計算式について、民間からの拠出比率期待値は、（民間からの出資

額）／（SIP 予算＋ 民間からの出資額）を％値で算定したものとする。 

  



別表２  

SIP 豊かな食フードチェーン構築 審査項目及び審査基準・配点 
 

＜技術提案型＞ 

 研究開発項目 Ａ①、Ａ②、Ａ③、Ｂ①、Ｂ②、Ｃ①、Ｃ②、Ｃ③、 

Ｄ①、Ｄ②、Ｅ①、Ｅ②を記載 

『試験研究計画名 ○○○○ 』 
 

評議委員【       】 

審査項目 審査基準・配点  

課題との整

合性 

【共通】 

提案された内容は、本課題の

趣旨や当該提案に係る研究

開発項目に定める目的や目

標に沿ったものであるか。 

A：沿っている 10 点 

B：概ね沿っている 8 点 

C：一部が沿っていない 6 点 

D：沿っていない項目が散見 4 点 

E：沿っていない 2 点 

(1) 

目標達成 

【共通】 

提案された内容は、研究開発

項目に定める目標を達成す

るために十分な内容である

か。 

A：十分である 10 点 

B：概ね十分である 8 点 

C：一部不十分である 6 点 

D：不十分な項目が散見 4 点 

E：不十分である 2 点 

(2) 

技術的優位

性 

【共通】 

提案された内容は技術的に

優れているか。 

A：優れている 20 点 

B：概ね優れている 16 点 

C：一部優れていない 12 点 

D：優れていない項目が散見 8 点 

E：優れていない 4 点 

(3) 

手法、計画

の実現可能

性【共通】 

提案された研究開発手法や

計画は、具体的かつ明確で実

現可能性が高いものか。 

A：具体的かつ明確で実現性が高い

 20 点 

B：概ね具体的かつ明確であり実現

性が高い 16 点 

C：一部具体的ではなく不明確な点

がある 12 点 

D：具体的ではなく不明確な点が散

見 8 点 

E：具体的ではなく不明確である 

 4 点 

(4) 
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事業化、実

用化に向け

た具体的構

想 

【技術提案

型のみ】 

研究開発された結果の社会

実装に向けた具体的な構想

があるか。 

A：具体的な構想がある 20 点 

B：概ね具体的な構想がある 16 点 

C：一部具体的な構想がない 12 点 

D：具体的な構想がない項目が散見

 8 点 

E：具体的な構想がない 4 点 

(5) 

体制 

【共通】 

提案された実施体制、規模、

予算配分等が妥当であるか。 

A：十分妥当である 10 点 

B：概ね妥当である 8 点 

C：一部妥当ではない 6 点 

D：妥当ではない項目が散見 4 点 

E：妥当ではない 2 点 

(6) 

民間投資の

有無 

【技術提案

型のみ】 

提案した研究機関が民間企

業である、提案した研究機関

に民間企業が参画している、

又は提案した研究機関もし

くは研究グループの協力機

関に民間企業が参画してい

る場合は、民間投資がある

か。 

※研究推進法人にて記入す

るので、評議委員は記入不要 

A：民間からの拠出比率期待値が

10％以上 5 点 

B：民間からの拠出比率期待値が

５％以上 10％未満 3 点 

C：民間からの拠出比率期待値が

５％未満 1 点 

 

(7) 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンス等 

【共通】 

ワーク・ライフ・バランス等

推進企業に関する認定等（女

性の職業生活における活躍

の推進に関する法律、次世代

育成支援対策推進法、青少年

の雇用の促進等に関する法

律に基づく認定等(えるぼし

認定、くるみん認定、プラチ

ナくるみん認定、ユースエー

ル認定)）を受けているか。（加

点対象） 

※研究推進法人にて記入す

るので、評議委員は記入不要 

ワークライフバランス等の推進に

関して下記のいずれかの認定があ

る場合に加点 

５点： 

・女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業）の 2段階目

及び 3段階目 

・次世代法に基づく認定（プラチ

ナくるみん認定企業） 

・若者雇用促進法に基づく認定

（ユースエール認定企業） 

２点： 

・女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業）の第 1段

階目または行動計画・次世代法

に基づく認定（旧基準又は新基

(8) 

※書類

審査の

み 
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準くるみん認定企業） 

包括提案審

査との相乗

効果 

【技術提案

型のみ】 

包括提案審査側の研究グル

ープと相乗効果が期待でき

るか。 

A：期待できる 10 点 

B：概ね期待できる 8 点 

C：一部期待できない 6 点 

D：期待できない項目が散見 4 点 

E：期待できない 2 点 

(9) 

※面接

審査の

み 

合 計 書類審査 (1)～(8) 
／100 点 

面接審査(1)～(7) ,(9) 
／105 点 

 

＜その他コメント※＞  

※「その他コメント」欄には、試験研究計画の優れている点、問題点、見直すべき点

（研究内容・研究実施期間、研究費等）について具体的に記入願います。特に相乗

効果が期待できる包括提案型の課題がある場合は具体的に名称を挙げて頂いて構い

ません（複数可）。 

※特に D 以下の評点を付した場合においては、必ずその理由を記入願います。 

※（7）の計算式について、民間からの拠出比率期待値は、（民間からの出資額）／

（SIP 予算＋ 民間からの出資額）を％値で算定したものとする。 

 




